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項目 金額(千円) 
前々年度 前年度 本年度 

総資産 447,641 446,601 457,799 
負債 45,855 35,560 40,101 
（うち有利子負債） （    ） （   ） （   ） 

純資産 401,785 411,042 417,697 

利益剰余金 398,785 408,042 414,697 

 

損

益

計

算

書

か

ら 

項目 金額(千円) 
前々年度 前年度 本年度 

総収入(＝売上高十営業外収益十特別利益) 218,706 226,507 230,011 
（うち地方公共団体からの補助金・委託金） （98,025） （111,483） （111,194） 

経常損益 5,355 10,397 7,431 
当期損益 4,709 9,257 6,656 
減価償却前当期損益 25,778 16,890 7,571 

 

役員数（うち地方公共団体からの派遣者・退職者） 役 員 平 均 年 齢 役員の平均年収（千円） 職員数（うち地方公共団体からの派遣者・退職者） 職 員 平 均 年 齢 職員の平均年収（千円） 

１８（   １） ６８.５歳 ０         １２（    １） ３８.０歳 ４,４１９ 

 

項目 金額(千円) 
備考(目的､内容､算出根拠等) 

前々年度 前年度 本年度 

① 補助金(助成金) 0 0 0  

② 利子補給金 0 0 0  

③ 税の減免額 0 0 0  

④ その他（    ） 0 0 0  

小計 0 0 0 － 

⑤ 損失補償契約に伴う金利軽減額 0 0 0  

⑥ 出資金､低利貸付等に伴う機会費用 0 0 0  

小計 0 0 0 － 

合計 0 0 0 － 

 

（参考）委託料 0 0 0  

 

項目 
内訳 

備考(目的､内容､算出根拠等) 
前々年度 前年度 本年度 

① 

損失補償契約に係る債務残高 0 0 0 

 （将来負担額） 0 0 0 

（将来負担参入率） 0 0 0 

② 貸付金残高 0 0 0  

③ 出資金 0 0 0  

合計 0 0 0 － 

 

役員数（うち地方公共団体からの派遣者・退職者） 役 員 平 均 年 齢 役員の平均支給額（千円） 

０（    ） ０ ０ 

 

外郭団体に関する情報公開資料 

 
１ 作成年月日および作成担当部署 

  作成年月日 平成 27 年 10 月 31 日 

  作成担当部署               大阪府八尾市教育委員会事務局 生涯学習部 生涯学習スポーツ課 

２ 外郭団体名等 

  外郭団体名   公益財団法人八尾体育振興会 

  外郭団体所在地 〒581-0018 八尾市青山町３丁目５－２４ 八尾市立総合体育館内 電話番号 （０７２）９２５－０２２０ 

  設立年月日  昭和 ４７年 １２月 １３日   ホームページアドレス http://www.kawachi.zaq.ne.jp/taisin/  

３ 資本金     ２５０,０００千円（ 当該地方公共団体の出資割合  ４０％ ） 

 

４ 事業内容 

① 武道教室をはじめとする各種のスポーツ教室並びに講習会・競技会等の開催 

② 体育・スポーツの振興に関する調査及び研究 

③ 体育・スポーツ関係諸団体等との連絡提携及び体育・スポーツに関する諸事業への協力 

④ 体育・スポーツ情報の収集及び提供 

⑤ 八尾市から委託又は指定管理を受けた体育施設等の管理運営及び体育・スポーツ事業の実施に関すること 

⑥ その他、事業目的を達成するために必要な事業 

５ 財務状況（平成 27 年 3 月 31 日現在） 

 

 

 

 

 

６ 役職員の状況（平成 27 年 3 月 31 日現在） 

 

 

 

 

 
※役員の平均年収の計算の対象となる役員は、全役員 18 人のうち 0 人です。 

 

 

７ 外郭団体への関与の状況 

（１）公的支援（フロー）（平成 26 年３月 31 日現在） 

 

 

 

 

 
 

 

 

 

（２）公的支援（ストック）（平成 26 年３月 31 日現在） 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

８ 地方公共団体による意見 

  公益財団法人八尾体育振興会は、昭和 47 年に設立されて以来、設立の趣旨に沿って市民のスポーツ普及振興はもとより、青少年の健全育成や市民の健康の 
保持増進、体位の向上に寄与してきた。 
 また、株式会社オーエンスとともに八尾体育振興会グループとして、八尾市立総合体育館をはじめとする社会体育施設及び青少年施設などの指定管理者として
施設の管理運営を行うとともに、市が委託している大阪府中部広域防災拠点の市民開放部分の管理と併せて、市内スポーツ施設の効率的な管理運営に努めてきた。 
今般、平成 26 年度の予算及び事業計画並びに平成 25 年度の決算及び事業報告を受けたが、いずれも適正なものと認められる。 
今後とも、施設の効率的・効果的な管理運営を行うとともに、市民のスポーツ推進に寄与するため、公益財団法人として、より一層公益性の高い事業を展開すべ
きものと考える。 
 

９ その他の特記事項 


